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平成 28 年 5 月 25 日 

各 位                                     

                                            会 社 名 エコートレーディング株式会社 

                      代表者名 代表取締役社長 豊田 実 

                           （コード：7427、東証第一部） 

                      問合せ先 専務取締役人事総務本部長 新森 英機 

                                                       (TEL. 0798-41-8317)      

 

 

内部統制システム整備の基本方針の一部改定に関するお知らせ 

 

当社は、平成 28 年 5 月 25 日開催の取締役会において、内部統制システム整備の基本方針を一部改

定することを決議いたしましたので、下記のとおり改定後の内容をお知らせいたします。 

 

記 

 
当社は、会社法に基づく「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を

確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」の基本方針（内部統制システム整

備の基本方針）を以下のとおり定め、この体制のもとで業務の有効性と効率性を引き上げることに

より業績向上と収益性を確保し、適法性の確保及びリスクの管理に努めるとともに、経営環境の変化

に対応して随時更新し、維持・改善していくこととします。 
 
 

(１)当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①取締役会は、取締役会規程に基づき当社の業務執行を決定する。 
②取締役は、業務執行状況を取締役会規程に基づき取締役会に報告するとともに、他の取

締役の職務執行を相互に監督する。  
③取締役の職務執行は、監査等委員会規程及び監査等委員会監査等規程に基づき監査等委員会

の監査を受ける。 
④当社は、当社の取締役及び使用人がとるべき行動の基準や規範を「エコートレーディンググル

ープ企業行動規範」で定め、周知徹底するとともに、コンプライアンス規程及び内部通報規程

に基づき、コンプライアンス体制の整備・維持に努める。 
 

(２)当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

①取締役の職務の執行に係る情報については、文書・帳票管理規程に基づきその保存媒体に応

じて適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理する。 
②当該情報の保存期間は、文書・帳票管理規程によるものとする。 
 

(３)当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、個々のリスクについての管理責任者を
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決定し、同規程に基づいたリスク管理体制を当社グループ全体で整備する。 
②不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、事態の

内容に適合した迅速な対応を行い、損失の拡大を防止しこれを最小限に止める体制を当社グ

ループ全体で整備する。 
 

(４)当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、経営方針

及び経営戦略等の当社の業務執行を決定する。 
②取締役会の決定に基づく業務執行については、取締役の業務執行機能と意思決定・監督機能の

分化を図り、経営責任と執行責任を明確化することを目的として導入されている執行役員制

度の下、組織規程・職務分掌規程・職務権限規程に基づき実行する。 
 
(５)当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①当社は、当社の取締役及び使用人がとるべき行動の基準や規範を「エコートレーディンググル

ープ企業行動規範」で定め、周知徹底するとともに、コンプライアンス規程及び内部通報規程

に基づき、コンプライアンス体制の整備・維持に努める。 
②業務執行部門から独立し、代表取締役社長直属の部署である内部監査部門が、監査等委員会

や会計監査人と連携しながら定期的に内部監査を実施し、改善提案や勧告等を含めてその結

果を代表取締役社長及び被監査部門に適宜報告することにより、会社財産の保全及び経営効

率の向上に努める。 
 

(６)当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

①当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 
当社は、子会社が当社へ報告する内容や手続きを定めた関係会社管理規程に基づき、子会

社の取締役等の職務の執行に係る事項の報告を受け、これに対し適切な指導・助言を行 
う。 

 
②当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は、リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、個々のリスクについての

管理責任者を決定し、同規程に基づいたリスク管理体制を当社グループ全体で整備する。 
 
③当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、子会社を育成強化することを目的とする関係会社管理規程に基づき、子会社の取

締役等の職務の執行を監督する。 
 
④当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制 
１当社は、当社グループの取締役及び使用人がとるべき行動の基準や規範を「エコートレーデ

ィンググループ企業行動規範」で定め、子会社に周知徹底するとともに、コンプライアン

ス規程及び内部通報規程に基づき、子会社のコンプライアンス体制の整備・維持に努め 
 る。 
２当社の監査等委員会及び内部監査部門は、必要に応じて子会社の監査を実施する。 

 
(７)当社の監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項と当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性

に関する事項 

①当社は、当該使用人を置くことを監査等委員会から求められた場合には、監査等委員会と協

議のうえ合理的な範囲で配置する。 



3 
 

②当該使用人の任命、解任、評価、人事異動、賃金等の改定については、監査等委員会の同意

を得たうえで決定することとし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性

を確保する。 
 

(８)当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

①監査等委員会は、その職務を執行するために、当該使用人に対し必要な業務を指示すること 
ができる。 

②当該使用人が、他部門の使用人を兼務する場合は、監査等委員会の指示を優先する。 
 

(９)取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人の監査等委員会への報告に関する体 

  制 

①当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が当社の監査等委員会に報告

をするための体制 
 

１取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼすお

それのある事実があることを発見したときや、当社における重大な法令違反その他コンプ

ライアンスに関する重要な事実を発見した場合には、直ちに監査等委員会に報告する。 
２取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、監査等委員会の求めに応じて

当社の業務執行状況を報告する。 
３監査等委員会は、当社の法令遵守体制の運用に問題があると認めるときは、意見を述べる

とともに、改善策の策定を求めることができるものとする。 
 

②当社の子会社の取締役等及び使用人が当社の監査等委員会に報告をするための体制 
１当社は、子会社の取締役等及び使用人が、子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実が

あることを発見したときや、子会社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関

する重要な事実を発見した場合には、直ちに監査等委員会に報告する体制を整備する。 
２当社の監査等委員会は、必要に応じ子会社に対して業務の状況について報告を求め、子会社の業

務の適正を監査する。 
 

(10)当社の監査等委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制 

当社は、当社の監査等委員会に当該報告をした者が、当該報告を行ったことを理由として不

利な取扱いを受けないことを確保するための体制を、内部通報規程に準じて整備する。 
 
(11)当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）につい

て生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務

の処理に係る方針に関する事項 

当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求を行った

ときは、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該

費用又は債務を処理する。 
 
(12)その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①監査等委員会は、内部監査部門から定期的な報告を受けるとともに、会計監査人と定期的

に意見交換を行い、三者間の連携を密にすることにより監査等委員会の監査の実効性を高

める。 
②監査等委員会は、代表取締役と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題について意見交換 

を行う。 
  以 上 


